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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給
回収領域を介して前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に
対向して配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを
担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担
持体とトナー担持体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且
つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担
持体上の潜像部へトナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電
界を形成する、電界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ及びベタ追随性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ及びベタ追随性
をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御すること
によって前記画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー
担持体の周速の比である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性を制御し、
　更に、前記制御手段は、画像メモリの調整の後にベタ追随性の調整を行う制御フローを
有している、
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給
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回収領域を介して前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に
対向して配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを
担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担
持体とトナー担持体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且
つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担
持体上の潜像部へトナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電
界を形成する、電界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および階調再現性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ
，ベタ追随性および階調再現性をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御すること
によって前記画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー
担持体の周速の比である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および階調
再現性を制御し、
　更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および階調再
現性の調整を行う制御フローを有している、
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給
回収領域を介して前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に
対向して配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを
担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担
持体とトナー担持体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且
つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担
持体上の潜像部へトナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電
界を形成する、電界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および細線再現性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ
，ベタ追随性および細線再現性をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御すること
によって前記画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー
担持体の周速の比である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および細線
再現性を制御し、
　更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および細線再
現性の調整を行う制御フローを有している、
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給
回収領域を介して前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に
対向して配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを
担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担
持体とトナー担持体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且
つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担
持体上の潜像部へトナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電
界を形成する、電界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および粒状性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ，ベ
タ追随性および粒状性をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御すること
によって前記画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー
担持体の周速の比である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および粒状
性を制御し、
　更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および粒状性
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の調整を行う制御フローを有している、
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項５】
　ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給
回収領域を介して前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に
対向して配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを
担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担
持体とトナー担持体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且
つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担
持体上の潜像部へトナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電
界を形成する、電界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および画像濃度ムラをそれぞれ検知する検知手段と、画像メモ
リ，ベタ追随性および画像濃度ムラをそれぞれ制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御すること
によって前記画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー
担持体の周速の比である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および画像
濃度ムラを制御し、
　更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および画像濃
度ムラの調整を行う制御フローを有している、
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項６】
　前記制御手段は、前記供給回収領域の平均的な電位差ΔＶａｖｇを制御することによっ
て、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御する、ことを特徴とする
請求項１から５の何れか一に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記トナー担持体の回転数を制御することによって、前記現像側周速
比を制御する、ことを特徴とする請求項１から６の何れか一に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記制御手段は、画像調整時に、前記トナー担持体の回転数を使用範囲の最低速度に設
定した上で、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性の調整を行う、ことを特徴
とする請求項１から７の何れか一に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記トナー担持体を複数備えている、ことを特徴とする請求項１から８の何れか一に記
載の画像形成装置。
【請求項１０】
　ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給
回収領域を介して前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に
対向して配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを
担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担
持体とトナー担持体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且
つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担
持体上の潜像部へトナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電
界を形成する、電界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置における画像調
整方法であって、
　画像メモリと、ベタ追随性，階調再現性，細線再現性，粒状性および画像濃度ムラの少
なくとも一つと、をそれぞれ検知し、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御することによって前記画像
メモリを調整した後に、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー担持体の周速の比
である現像側周速比を制御することにより、前記ベタ追随性，階調再現性，細線再現性，
粒状性および画像濃度ムラの少なくとも一つについて画像調整を行う、
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ことを特徴とする画像形成装置における画像調整方法。
【請求項１１】
　前記供給回収領域の平均的な電位差ΔＶａｖｇを制御することによって、前記トナー担
持体上の単位面積当たりのトナー担持量が制御される、ことを特徴とする請求項１０に記
載の画像形成装置における画像調整方法。
【請求項１２】
　前記トナー担持体の回転数を制御することによって、前記現像側周速比が制御される、
ことを特徴とする請求項１０又は１１に記載の画像形成装置における画像調整方法。
【請求項１３】
　画像調整時に、前記トナー担持体の回転数を使用範囲の最低速度に設定した上で、最初
に画像メモリの調整を行った後に、前記ベタ追随性，階調再現性，細線再現性，粒状性お
よび画像濃度ムラの少なくとも一つについて画像調整を行う、ことを特徴とする請求項１
０から１２の何れか一に記載の画像形成装置における画像調整方法。
【請求項１４】
　前記トナー担持体が複数設けられている、ことを特徴とする請求項１０から１３の何れ
か一に記載の画像形成装置における画像調整方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば複写機，ファクシミリ装置，プリンタ或いはこれらの複合機などに適
用可能な電子写真方式の画像形成に用いられる画像形成装置、及びかかる画像形成装置に
おける画像調整方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式の画像形成装置において、像担持体上に形成された静電潜像の現像に採用
されている現像方式としては、現像剤の主成分としてトナーのみを用いる一成分現像方式
と、現像剤の主成分としてトナーとキャリアとを用いる二成分現像方式と、これらの一成
分現像方式と二成分現像方式とを組み合わせることで両者の利点を併せて享受することを
企図した所謂ハイブリッド現像方式とが知られている。
【０００３】
　前記二成分現像方式では、トナーとキャリアから成る現像剤を担持する現像剤担持体か
ら、トナー担持体を介することなく直接に、像担持体上の潜像に対しトナーのみを供給し
て現像が行われる。
　一方、ハイブリッド現像方式では、トナーとキャリアから成る現像剤を担持する現像剤
担持体から、トナー担持体にトナーのみを供給し、像担持体上の潜像に対して一成分現像
方式で現像が行われる。所謂、画像メモリ（画像履歴）の問題は、一成分現像方式および
二成分現像方式よりも、このハイブリッド現像方式で、より顕著に表れ易いことが知られ
ている。
【０００４】
　一成分現像方式では、一般に、スポンジ等で構成されトナー回収機能を併せ持つ供給ロ
ーラがトナー担持体に接触しており、スポンジとトナー担持体表面との接触圧力によって
、トナー担持体上のトナーを精度よく回収することができる。また、二成分現像方式では
、一般に、現像剤担持体の一部が現像槽内の現像剤に接触するように配置されており、そ
こを通る過程でトナーの供給および回収が行われる。
【０００５】
　これに対して、ハイブリッド現像方式の場合には、トナー担持体上のトナーを現像剤担
持体上のキャリアの穂立ちで回収しなければならず、十分な回収性を安定して確保するこ
とが一般に難しい関係上、メモリ画像が発生し易いとされている。このハイブリッド現像
方式においてトナー回収性を向上させる方法としては、トナー回収用に別部材を設けるこ
とも考えられるが、装置コストの上昇や装置の大型化を招き、また、現像剤の劣化が促進
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されてしまう、という問題がある。
【０００６】
　かかる問題に関連して、例えば特許文献１には、現像後のテストパッチに対する再装填
誤差の影響を実質的に予測する行程と、テストパッチに対する予測された再装填誤差の影
響を補償するために、テストパッチと関連付けられたデジタルデータを調整する行程と、
調整されたデジタルデータに基づいて現像済みテストパッチを生成する行程と、現像済み
テストパッチを検出する行程と、テストパッチからの検出データに従ってトナー出力を調
節する行程と、を含むトナー制御方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－３５４９９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、前記従来のトナー制御方法は、要するに、トナー担持体上のトナー層に
現れる前回印字履歴について、これを直接に解消することなく、静電潜像担持体上の潜像
で補償するものである。
　従って、この場合には、トナー担持体から静電潜像担持体へのトナーの現像性を予め把
握しておくことが必要であるが、このトナー担持体から静電潜像担持体へのトナーの現像
性には、トナーの耐久履歴，静電潜像担持体の耐久履歴，更には環境など、多くの因子が
複雑に関係しているため、１つのテーブルで対応することは困難である。
【０００９】
　このため、トナーの耐久履歴，静電潜像担持体の耐久履歴，更には環境などの因子のそ
れぞれに対してテーブルを予め作成しておき、これらの因子を検出してテーブルを選択す
るように構成することも考えられるが、この場合でも、関係する因子が多くなるほど、補
正精度は低下することになる。しかも、テーブルをテストパッチから作成しようとすると
、テストパッチと計算量が膨大になり補正時間が非常に長くなる、という問題が生じる。
【００１０】
　このように、トナーの耐久履歴，静電潜像担持体の耐久履歴，更には環境などの因子の
それぞれに対し予め作成したテーブルで対応することを考えた場合、補正に際して考慮す
べき因子が余りにも多くて正確な補正は困難であり、また、トナー担持体上に前回印字履
歴が無い状態でも画像メモリが発生してしまう場合も生じる、という問題があった。
【００１１】
　ところで、主としてトナー担持体上の前回印字履歴に起因する画像メモリの解消を図る
場合、その副作用として、次のような不具合が生じる場合があることが分かった。
　例えば、カバーレッジ面積率１００％の印字（つまり全面印字）を行って所謂「ベタ画
像」を得る場合に、条件によっては画像後端部分の濃度が低下してしまい、ベタ追随性が
悪くなるという、不具合が生じる場合がある。
【００１２】
　すなわち、トナー担持体上のトナーを完全に回収しなくても、メモリ画像は必ずしも発
生しないのであるが、かかる条件において、トナー担持体１周で、トナー担持体上のトナ
ーのベタ濃度現像される量が現像剤担持体からトナー担持体へ供給されるトナー量よりも
多くなると、トナー担持体が回転する毎にトナー担持体上のトナー量が減少し、トナー担
持体が１周すると、現像剤担持体からトナー担持体へ供給される量で飽和する。このとき
、現像剤担持体からトナー担持体へ供給されるトナー量で必要濃度が確保できなければ、
画像後端部分の濃度が低下してしまうのである。
【００１３】
　また、トナー担持体から静電潜像担持体へトナーを現像する時間が短い場合には、トナ
ーが静電潜像担持体上に到達することが難しくなり、階調再現性不良，細線再現性不良，
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粒状性不良あるいは画像濃度ムラなどの不具合が生じる場合がある。
　前記階調再現性不良は、特に、濃度の所謂ハーフ部（中間的な濃度の部分）においては
、静電潜像担持体上の潜像が孤立しているため、トナー担持体と静電潜像担持体の潜像部
との実効的な電位差が小さくなり、トナーが静電潜像担持体上に到達し難く、濃度が再現
し難くなることによるものである。細線再現性不良も、前記ハーフ部の場合と同様に、静
電潜像担持体上の潜像が孤立していることに起因するものである。
【００１４】
　更に、粒状性不良は、静電潜像担持体上の潜像を綺麗に再現できるか否かは、トナー担
持体と静電潜像担持体との間のトナーの往復回数によって決まることによるものであり、
また、画像濃度ムラは、トナー担持体や静電潜像担持体のフレや振動によって、トナー担
持体と静電潜像担持体との間の電位差が小さくなると、濃度が薄くなることによるもので
ある。
【００１５】
　そこで、この発明は、画像メモリの原因となるトナー担持体上の印字履歴を直接に解消
しつつ、この画像メモリを解消した際に起こり得る不都合の発生を抑制できる画像形成装
置を提供することを、基本的な目的としてなされたものである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　このため、本願の第１の発明に係る画像形成装置は、ａ）非磁性トナーと磁性キャリア
とを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給回収領域を介して前記現像剤担持体
と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に対向して配置され、前記供給回収領
域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを担持するトナー担持体と、ｃ）前記
現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担持体とトナー担持体との間でトナー
の供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且つ、前記トナー担持体と前記静電潜
像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担持体上の潜像部へトナーを転移させ
て静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電界を形成する、電界形成手段と、を
有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ及びベタ追随性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ及びベタ追随性
をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面
積当たりのトナー担持量を制御することによって前記画像メモリを制御する一方、前記静
電潜像担持体の周速に対する前記トナー担持体の周速の比である現像側周速比を制御する
ことによって前記ベタ追随性を制御し、更に、前記制御手段は、画像メモリの調整の後に
ベタ追随性の調整を行う制御フローを有している、ことを特徴としたものである。
【００１７】
　また、本願の第２の発明に係る画像形成装置は、ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを
含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給回収領域を介して前記現像剤担持体と対
向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に対向して配置され、前記供給回収領域に
おいて前記現像剤担持体から供給されたトナーを担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像
剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担持体とトナー担持体との間でトナーの供
給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担
持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担持体上の潜像部へトナーを転移させて静
電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電界を形成する、電界形成手段と、を有す
る現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および階調再現性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ
，ベタ追随性および階調再現性をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、前記制御手段は
、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御することによって前記画像
メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー担持体の周速の比
である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および階調再現性を制御し、
更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および階調再現
性の調整を行う制御フローを有している、ことを特徴としたものである。
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【００１８】
　更に、本願の第３の発明に係る画像形成装置は、ａ）非磁性トナーと磁性キャリアとを
含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給回収領域を介して前記現像剤担持体と対
向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に対向して配置され、前記供給回収領域に
おいて前記現像剤担持体から供給されたトナーを担持するトナー担持体と、ｃ）前記現像
剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担持体とトナー担持体との間でトナーの供
給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且つ、前記トナー担持体と前記静電潜像担
持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担持体上の潜像部へトナーを転移させて静
電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電界を形成する、電界形成手段と、を有す
る現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および細線再現性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ
，ベタ追随性および細線再現性をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、前記制御手段は
、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御することによって前記画像
メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー担持体の周速の比
である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および細線再現性を制御し、
更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および細線再現
性の調整を行う制御フローを有している、ことを特徴としたものである。
【００１９】
　また更に、本願の第４の発明に係る画像形成装置は、ａ）非磁性トナーと磁性キャリア
とを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給回収領域を介して前記現像剤担持体
と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に対向して配置され、前記供給回収領
域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを担持するトナー担持体と、ｃ）前記
現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担持体とトナー担持体との間でトナー
の供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且つ、前記トナー担持体と前記静電潜
像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担持体上の潜像部へトナーを転移させ
て静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電界を形成する、電界形成手段と、を
有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および粒状性をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ，ベ
タ追随性および粒状性をそれぞれ制御する制御手段と、を備え、前記制御手段は、前記ト
ナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御することによって前記画像メモリを
制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー担持体の周速の比である現
像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および粒状性を制御し、更に、前記制
御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および粒状性の調整を行う制
御フローを有している、ことを特徴としたものである。
【００２０】
　また更に、本願の第５の発明に係る画像形成装置は、ａ）非磁性トナーと磁性キャリア
とを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給回収領域を介して前記現像剤担持体
と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に対向して配置され、前記供給回収領
域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを担持するトナー担持体と、ｃ）前記
現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担持体とトナー担持体との間でトナー
の供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且つ、前記トナー担持体と前記静電潜
像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担持体上の潜像部へトナーを転移させ
て静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電界を形成する、電界形成手段と、を
有する現像装置を備えた画像形成装置であって、
　画像メモリ，ベタ追随性および画像濃度ムラをそれぞれ検知する検知手段と、画像メモ
リ，ベタ追随性および画像濃度ムラをそれぞれ制御する制御手段と、を備え、前記制御手
段は、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御することによって前記
画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担持体の周速に対する前記トナー担持体の周速
の比である現像側周速比を制御することによって前記ベタ追随性および画像濃度ムラを制
御し、更に、前記制御手段は、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性および画
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像濃度ムラの調整を行う制御フローを有している、ことを特徴としたものである。
【００２１】
　また、本願の第６の発明に係る画像形成装置における画像調整方法は、ａ）非磁性トナ
ーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、ｂ）供給回収領域を介して
前記現像剤担持体と対向し、且つ、現像領域を介して静電潜像担持体に対向して配置され
、前記供給回収領域において前記現像剤担持体から供給されたトナーを担持するトナー担
持体と、ｃ）前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、現像剤担持体とトナー担持
体との間でトナーの供給と回収とを行うための第１の電界を形成し、且つ、前記トナー担
持体と前記静電潜像担持体との間に、トナー担持体から前記静電潜像担持体上の潜像部へ
トナーを転移させて静電潜像をトナー画像として可視像化する第２の電界を形成する、電
界形成手段と、を有する現像装置を備えた画像形成装置における画像調整方法であって、
　画像メモリと、ベタ追随性，階調再現性，細線再現性，粒状性および画像濃度ムラの少
なくとも一つと、をそれぞれ検知し、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持
量を制御することによって前記画像メモリを調整した後に、前記静電潜像担持体の周速に
対する前記トナー担持体の周速の比である現像側周速比を制御することにより、前記ベタ
追随性，階調再現性，細線再現性，粒状性および画像濃度ムラの少なくとも一つについて
画像調整を行う、ことを特徴としたものである。
【００２２】
　以上の場合において、前記制御手段は、前記供給回収領域の平均的な電位差ΔＶａｖｇ

を制御することによって、前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量を制御す
るようにしてもよく、また、前記トナー担持体の回転数を制御することによって、前記現
像側周速比を制御するようにしてもよい。
【００２３】
　更に、前記制御手段は、画像調整時に、前記トナー担持体の回転数を使用範囲の最低速
度に設定した上で、最初に画像メモリの調整を行った後にベタ追随性の調整を行う、こと
が好ましい。また更に、前記トナー担持体を複数備えるようにしてもよい。
【発明の効果】
【００２４】
　本願発明によれば、画像メモリ及びベタ追随性（或いはこれらに加えて階調再現性，細
線再現性，粒状性，画像濃度ムラ）をそれぞれ検知する検知手段と、画像メモリ及びベタ
追随性（或いはこれらに加えて階調再現性，細線再現性，粒状性，画像濃度ムラ）をそれ
ぞれ制御する制御手段とを備え、前記制御手段は、前記トナー担持体上の単位面積当たり
のトナー担持量を制御することによって前記画像メモリを制御する一方、前記静電潜像担
持体の周速に対する前記トナー担持体の周速の比である現像側周速比を制御することによ
って前記ベタ追随性（或いはこれらに加えて階調再現性，細線再現性，粒状性，画像濃度
ムラ）を制御し、画像メモリの調整の後にベタ追随性（或いはこれらに加えて階調再現性
，細線再現性，粒状性，画像濃度ムラ）の調整を行うので、画像メモリの原因となるトナ
ー担持体上の印字履歴を直接に解消しつつ、この画像メモリを解消した際に起こり得る、
ベタ追随性不良（或いはこれに加えて階調再現性不良，細線再現性不良，粒状性不良，画
像濃度ムラ不良）による不都合の発生を抑制することができる。

【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の実施形態に係る電子写真式画像形成装置の画像形成に関連する部分を示
す説明図である。
【図２Ａ】電界形成手段の一接続例を示す説明図である。
【図２Ｂ】図２Ａに示す電界形成手段から現像剤搬送ローラと現像ローラに供給されてい
る電圧の関係を示す説明図である。
【図３】電界形成手段の他の接続例を示す説明図である。
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【図４】電界形成手段の更に他の接続例を示す説明図である。
【図５】上記実施形態に係る電界形成手段によるバイアス電圧の具体例を示す図である。
【図６】供給回収電界でのバイアス電圧の具体例を示す図である。
【図７】本発明の実施例１に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図８】比較例１に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図９】供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇと現像ローラ上のトナー搬送量Ｑとの関係を
示すグラフである。
【図１０】供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇと現像剤搬送ローラに印加する直流電圧成
分ＶＳｄｃとの関係を示すグラフである。
【図１１】本発明の実施例２に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図１２】本発明の実施例３に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図１３】本発明の実施例４に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図１４】本発明の実施例５に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図１５】本発明の実施例６に係る画像調整の制御フローを示す説明図である。
【図１６】画像メモリを例示する図であり、（ａ）は「画像メモリなし」の一例を、（ｂ
）は「画像メモリあり」の一例をそれぞれ示す図である。
【図１７】ベタ追随性を例示する図であり、（ａ）は「ベタ追随性良好」の一例を、（ｂ
）は「ベタ追随不十分」の一例を、それぞれ示す図である。
【図１８】階調再現性を例示する図であり、（ａ）は「階調再現性良好」の一例を、（ｂ
）は「階調再現性不良」の一例を、それぞれ示す図である。
【図１９】細線再現性を例示する図であり、（ａ）は「細線再現性良好」の一例を、（ｂ
）は「細線再現性不良」の一例を、それぞれ示す図である。
【図２０】粒状性を例示する図であり、（ａ）は「粒状性良好」の一例を、（ｂ）は「粒
状性不良」の一例を、それぞれ示す図である。
【図２１】画像濃度ムラを例示する図であり、（ａ）は「画像濃度ムラなし」の一例を、
（ｂ）は「画像濃度ムラあり」の一例を、それぞれ示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態を説明する。なお、以下の説明
では、特定の方向を意味する用語（例えば、「上」、「下」、「左」、「右」、およびそ
れらを含む他の用語、「時計回り方向」、「反時計回り方向」）を使用するが、それらの
使用は図面を参照した発明の理解を容易にするためであって、それらの用語の意味によっ
て本発明は限定的に解釈されるべきものでない。また、以下に説明する画像形成装置及び
現像装置では、同一又は類似の構成部分には同一の符号を用いている。
【００２７】
［画像形成装置］
　図１は、本発明の実施形態に係る電子写真式画像形成装置の画像形成に関連する部分を
示している。
　本実施形態に係る画像形成装置Ｍ１は、電子写真方式により像担持体（感光体）１上に
形成されたトナー像を用紙等の転写媒体Ｐに転写して画像形成を行うもので、複写機，プ
リンタ，ファクシミリ、或いはそれらの機能を複合的に備えた複合機の何れであってもよ
い。
【００２８】
　この画像形成装置Ｍ１は、静電潜像を担持するための像担持体１（所謂、感光体）を有
しており、該像担持体１は、図示しないモータに連結され、該モータの駆動に基づいて矢
印方向に回転するようになっている。像担持体１の周辺には、当該像担持体１を帯電する
ための帯電手段６，像担持体１上に露光して静電潜像を形成するための露光手段７，前記
静電潜像を現像する現像装置２，像担持体１上に現像されたトナー像を転写するための転
写手段８、及び像担持体１上の残留トナー除去用の清掃手段９が、像担持体１の回転方向
（矢印Ｙ４参照）に沿って順に配置されている。
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　電子写真装置に用いられる像担持体１，帯電手段６，露光手段７，転写手段８，清掃手
段９等には、周知の電子写真方式の技術を任意に使用することができる。例えば、帯電手
段６として図１では帯電ローラが示されているが、像担持体１と非接触の帯電装置であっ
てもよい。
【００２９】
　前記現像装置２は、現像剤２５を収容する現像槽２８と、該現像槽２８から供給された
現像剤２５を表面に担持して搬送する現像剤搬送ローラ２３とを備えると共に、該現像剤
搬送ローラ２３の現像剤２５からトナーを分離し得る現像ローラ２１を備えている。
　現像槽２８内の現像剤２５は、混合攪拌手段２６の回転により混合攪拌され、摩擦帯電
した後、現像剤搬送ローラ２３の表面のスリーブローラ２３ｓへと供給される。この現像
剤２５は、現像剤搬送ローラ２３内部の磁石ローラ２３ｍの磁力によってスリーブローラ
２３ｓの表面側に保持され、該スリーブローラ２３ｓと共に回転移動する。そして、現像
剤搬送ローラ２３に対向して設けられた規制部材２４で通過量を規制された後、現像ロー
ラ２１との対向部に送られる。
【００３０】
　現像剤搬送ローラ２３と現像ローラ２１との対向部には、第１の電界形成手段４により
、現像剤中のトナーを電気的に現像ローラ２１の表面に分離・担持させる電界が形成され
ている。現像ローラ２１上にそれぞれ担持されたトナー層２２は、現像ローラ２１によっ
て像担持体１との対向位置に搬送され、第２の電界形成手段５によって形成される現像電
界の下で、像担持体１上の静電潜像を現像する。現像方式は反転現像方式であってもよい
し、或いは正規現像方式であってもよい。
　現像後、現像ローラ２１上に残存するトナーは、現像剤搬送ローラ２３との対向部にお
いて、現像剤搬送ローラ２３上に形成された磁気ブラシによって摺擦・撹乱され、現像剤
中に回収される。
【００３１】
　現像ローラ２１の周面の移動方向（矢印Ｙ３方向）と、前記現像剤搬送ローラ２３の（
つまり、スリーブローラ２３ｓの）周面の移動方向（矢印Ｙ１方向）とは、対向部におい
て逆方向となるように設定されている。つまり、現像剤搬送ローラ２３上の（つまり、ス
リーブローラ２３ｓ上の）現像剤の移動方向と、現像ローラ２１上のトナーの移動方向と
は、その対向部において逆方向となるように設定されている。このように設定したことに
よって、より高い摺擦・撹乱効果が得られ、トナーの回収性を高めることができる。
　残存トナーを回収した現像剤搬送ローラ２３上の現像剤は、現像槽２８との対向位置に
て現像剤搬送ローラ２３から剥離されて現像槽２８に回収され、現像槽２８内で混合攪拌
される。
【００３２】
　次に、現像装置２内の各構成要素について、より詳しく説明する。
　現像剤搬送ローラ２３は、前述のように、固定配置された磁石ローラ２３ｍと、これを
内包する回転自在なスリーブローラ２３ｓとから構成されている。磁石ローラ２３ｍは、
スリーブローラ２３ｓの回転方向に沿って、Ｎ１，Ｓ２，Ｎ２，Ｎ３，Ｓ１の５つの磁極
を有している。
　これらの磁極のうち、主磁極Ｎ１は、現像ローラ２１と対向する位置に配置されており
、また、スリーブローラ２３ｓ上の現像剤を剥離するための反発磁界を発生させる同極の
磁極Ｎ２は、現像槽２８内部に対向した位置に配置されている。
【００３３】
　現像ローラ２１の回転方向（矢印Ｙ３方向）は、前述のように、現像剤搬送ローラ２３
のスリーブローラ２３ｓの回転方向（矢印Ｙ１方向）と同じ、つまり両者の対向部におい
て互いに逆方向、になるように設定されている。この回転方向（矢印Ｙ３方向）は、像担
持体１の回転方向（矢印Ｙ４方向）とは互いに逆方向、つまり両者の対向部において互い
に同方向である。
【００３４】
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　現像槽２８は、ケーシング２９よって形成されており、通常は、現像剤２５を混合撹件
しつつ現像剤搬送ローラ２３へ送るための、攪拌搬送手段２６を収納している。攪拌搬送
手段２６の近傍には、好ましくは、現像剤２５中のトナー比率（重量比）検出するための
透磁率センサ（図示せず）が配置されている。
【００３５】
　現像装置２は、通常、像担持体１の潜像に現像された分のトナーを現像槽２８内に補給
する為の補給部、及び現像剤搬送ローラ２３上の現像剤量を規制するための現像剤薄層化
用の規制部材２４を有している。補給部は、補給トナーを収納したトナーボトル３と、現
像槽２８内へのトナー補給量を制御するためのトナー補給ローラ２７とを備えている。
【００３６】
　現像ローラ２１に用いる材料としては、例えば、表面処理を施したアルミ（アルミニウ
ム）ローラが挙げられる。その他、アルミニウム等の導電性基体上に、例えば、ポリエス
テル樹脂，ポリカーボネート樹脂，アクリル樹脂，ポリエチレン樹脂，ポリプロピレン樹
脂，ウレタン樹脂，ポリアミド樹脂，ポリイミド樹脂，ポリスルホン樹脂，ポリエーテル
ケトン樹脂，塩化ビニル樹脂，酢酸ビニル樹脂，シリコーン樹脂，フッ素樹脂等の樹脂コ
ートや、シリコーンゴム，ウレタンゴム，ニトリルゴム，天然ゴム，イソプレンゴム等の
ゴムコーティングを施したものを用いても良い。
【００３７】
　コーティング材料としては、これらに限定されるものではない。更に、上記コーティン
グのバルク若しくは表面に導電剤が添加されていても良い。導電剤としては、電子導電剤
またはイオン導電剤が挙げられる。電子導電剤としては、ケッチェンブラック，アセチレ
ンブラック，ファーネスブラック等のカーボンブラックや、金属粉，金属酸化物の微粒子
等が挙げられるが、これらに制約されるものではない。イオン導電剤としては、四級アン
モニウム塩等のカチオン性化合物や、両性化合物、その他イオン性高分子材料が挙げられ
るが、これらに拘るものではない。更に、アルミニウム等の金属材料からなる導電性ロー
ラであっても構わない。
【００３８】
［使用できる現像剤について］
　以下に、本発明で使用可能な現像剤について説明する。
　本実施形態において、現像剤は、トナーと、トナーを帯電するためのキャリアとからな
るものである。
　トナーとしては特に限定されず、一般に使用されている公知のトナーを使用することが
でき、バインダー樹脂中に着色剤や必要に応じて荷電制御材や離型材等を含有させ、外添
材を処理したものを使用できる。トナー粒径としてはこれに限定されるものではないが、
３～１５μｍ程度が望ましい。このようなトナーを製造するにあたっては、一般に使用さ
れている公知の方法で製造することができ、例えば、粉砕法，乳化重合法，懸濁重合法等
を用いて製造することができる。
【００３９】
　トナーに使用するバインダー樹脂としては、これに限定されるものではないが、例えば
、スチレン系樹脂（スチレン又はスチレン置換体を含む単重合体または共重合体）やポリ
エステル樹脂，エポキシ系樹脂，塩化ビニル樹脂，フェノール樹脂，ポリエチレン樹脂，
ポリプロピレン樹脂，ポリウレタン樹脂，シリコーン樹脂などが挙げられる。これらの樹
脂単体または複合体により、軟化温度が８０～１６０℃の範囲のものを、また、ガラス転
移点が５０～７５℃の範囲のものを用いることが好ましい。
【００４０】
　着色剤としては、一般に使用されている公知のものを用いることができ、例えば、カー
ボンブラック，アニリンブラック，活性炭，マグネタイト，ベンジンイエロー，パーマネ
ントイエロー，ナフトールイエロー，フタロシアニンブルー，ファーストスカイブルー，
ウルトラマリンブルー，ローズベンガル，レーキーレッド等を用いることができ、一般に
上記のバインダー樹脂１００重量部に対して２～２０重量部の割合で用いることが好まし
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い。
【００４１】
　上記の荷電制御材としても、公知のものを用いることができ、正帯電性トナー用の荷電
制御材としては、例えばニグロシン系染料，４級アンモニウム塩系化合物，トリフェニル
メタン系化合物，イミダゾール系化合物，ポリアミン樹脂などがある。負帯電性トナー用
荷電制御材としては、Ｃｒ，Ｃｏ，Ａｌ，Ｆｅ等の金属含有アゾ系染料，サリチル酸金属
化合物，アルキルサリチル酸金属化合物，カーリックスアレン化合物などがある。荷電制
御材は、一般に、上記のバインダー樹脂１００重量部に対して０．１～１０重量都の割合
で用いることが好ましい。
【００４２】
　また、上記の離型材としても、一般に使用されている公知のものを用いることができ、
例えば、ポリエチレン，ポリプロピレン，カルナバワックス，サゾールワックス等を単独
あるいは２種類以上組合せて使用することができ、一般に、上記のバインダー樹脂１００
重量部に対して０．１～１０重量部の割合で用いることが好ましい。
【００４３】
　トナーに外添する粒子としては、一般に使用されている公知のものを使用することがで
きる。流動性改善を目的として、例えば、シリカ，酸化チタン，酸化アルミニウム等を使
用することができ、特に、シランカップリング剤，チタンカップリング剤あるいはシリコ
ンオイル等で撥水化したものを用いるのが好ましい。そして、このような流動化剤を上記
のトナー１００重量部に対して０．１～５重量部の割合で添加させて用いるようにする。
外添剤の個数平均一次粒径は、１０～１００ｎｍであることが好ましい。
【００４４】
　キャリアとしては特に限定されず、一般に使用されている公知のキャリアを使用するこ
とができ、バインダー型キャリアやコート型キャリアなどが使用できる。キャリア粒径と
しては、これに限定されるものではないが、１５～１００μｍが好ましい。
　バインダー型キャリアは、磁性体微粒子をバインダー樹脂中に分散させたものであり、
キャリア表面に正または負帯電性の帯電性微粒子を固着させたり、表面コーティング層を
設けることもできる。バインダー型キャリアの極性等の帯電特性は、バインダー樹脂の材
質，帯電性微粒子，表面コーティング層の種類等によって制御することができる。
【００４５】
　バインダー型キャリアに用いられるバインダー樹脂としては、ポリスチレン系樹脂に代
表されるビニル系樹脂，ポリエステル系樹脂，ナイロン系樹脂，ポリオレフィン系樹脂な
どの熱可塑性樹脂、フェノール樹脂等の熱硬化性樹脂が例示される。
【００４６】
　バインダー型キャリアの磁性体微粒子としては、マグネタイト，ガンマ酸化鉄等のスピ
ネルフェライト，鉄以外の金属（Ｍｎ，Ｎｉ，Ｍｇ，Ｃｕ等)を一種または二種以上含有
するスピネルフェライト，バリウムフェライト等のマグネトプランバイト型フェライト、
表面に酸化鉄を有する鉄や合金の粒子を用いることができる。その形状は、粒状，球状，
針状の何れであっても良い。特に、高磁化を要する場合には、鉄系の強磁性微粒子を用い
ることが好ましい。また、化学的な安定性を考慮すると、マグネタイト，ガンマ酸化鉄を
含むスピネルフェライトやバリウムフェライト等のマグネトプランバイト型フェライトの
強磁性微粒子を用いることが好ましい。強磁性微粒子の種類及び含有量を適宜選択するこ
とにより、所望の磁化を有する磁性樹脂キャリアを得ることができる。磁性体微粒子は磁
性樹脂キャリア中に５０～９０重量％の量で添加することが適当である。
【００４７】
　バインダー型キャリアの表面コート材としては、シリコーン樹脂，アクリル樹脂，エポ
キシ樹脂，フッ素系樹脂等が用いられ、これらの樹脂を表面にコートし硬化させてコート
層を形成することにより、帯電付与能力を向上させることができる。
　バインダー型キャリア表面への帯電性微粒子あるいは導電性微粒子の固着は、例えば、
磁性樹脂キャリアと微粒子とを均一に混合し、磁性樹脂キャリアの表面に、これら微粒子
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を付着させた後、機械的・熱的な衝撃力を与え、微粒子を磁性樹脂キャリア中に打ち込む
ようにして固定することにより行われる。この場合、微粒子は磁性樹脂キャリア中に完全
に埋設されるのではなく、その一部を磁性樹脂キャリア表面から突き出すようにして固定
される。
【００４８】
　帯電性微粒子としては、有機あるいは無機の絶縁性材料が用いられる。具体的には、有
機系としては、ポリスチレン，スチレン系共重合物，アクリル樹脂，各種アクリル共重合
物，ナイロン，ポリエチレン，ポリプロピレン，フッ素樹脂、及びこれらの架橋物などの
有機絶縁性微粒子を用いることができ、帯電レベル及び極性については、素材，重合触媒
，表面処理等により、希望するレベルの帯電及び極性を得ることができる。また、無機系
としては、シリカ，二酸化チタン等の負帯電性の無機微粒子や、チタン酸ストロンチウム
，アルミナ等の正帯電性の無機微粒子などが用いられる。
【００４９】
　一方、コート型キャリアは、磁性体からなるキャリアコア粒子に樹脂コートがなされて
なるキャリアであり、コート型キャリアにおいても、バインダー型キャリア同様、キャリ
ア表面に正または負帯電性の帯電性微粒子を固着させたりできる。コート型キャリアの極
性等の帯電特性は、表面コーティング層の種類や帯電性微粒子により制御することができ
、バインダー型キャリアと同様の材料を用いることができる。特に、コート樹脂はバイン
ダー型キャリアのバインダー樹脂と同様の樹脂が使用可能である。
【００５０】
　トナーとキャリアの組合せによるトナーの帯電極性は、それぞれを混合攪拌し現像剤と
した後、現像剤からトナーを分離する為の電界の方向から容易に知ることができる。トナ
ーとキャリアの混合比は所望のトナー帯電量が得られるよう調整されれば良く、トナー比
は、トナーとキャリアの合計量に対して３～５０重量％、好ましくは、６～３０重量％が
好適である。
【００５１】
［印加するバイアスについて］
　以下に、本発明で使用可能なバイアス印加の条件について説明する。
　第１の電界形成手段４と第２の電界形成手段５によって、トナー供給部電界が振動電界
で、現像部電界が直流電界の場合と振動電界の場合の２通りの条件を設定できる。図２Ａ
及び２Ｂ、図３並びに図４に、トナーが負極性で反転現像を行う場合のバイアス電源の接
続例を示す。
【００５２】
　図２Ａに示す接続例では、現像剤搬送ローラ２３に接続された第１の電源Ｓ１と、現像
ローラ２１に接続された第２の電源Ｓ２が設けられ、この第２の電源Ｓ２は、現像ローラ
２１とグランドＧとの間に接続された直流電源を有し、トナーの帯電極性と同一極性の第
２の直流電圧を現像ローラ２１に印加する。第１の電源Ｓ１は、現像剤搬送ローラ２３と
グランドＧとの間に直流電源と交流電源を有する。直流電源は、トナーの帯電極性と同一
極性で且つ第２の直流電圧よりも高圧の第１の直流電圧を現像剤搬送ローラ２３に印加す
る。交流電源は、現像剤搬送ローラ２３とグランドＧとの間に図２Ｂに示すような交流電
圧を印加する。その結果、トナー供給領域では、現像ローラ２１と現像剤搬送ローラ２３
との間に形成された脈流電界の作用を受けて、負極性に帯電しているトナーが現像剤搬送
ローラ２３から現像ローラ２１に電気的に吸引される。このとき、正極性に帯電している
キャリアは、現像剤搬送ローラ２３の内部の固定磁石の磁力によって現像剤搬送ローラ２
３に保持され、現像ローラ２１に供給されることはない。また、現像領域では、現像剤搬
送ローラ２３に保持されている負極性トナーは、現像剤搬送ローラ２３と像担持体１の静
電潜像画像部との電位差に基づき、静電潜像画像部に付着する。
【００５３】
　図３に示す接続例では、現像ローラ２１に接続された第２の電源Ｓ４も、現像ローラ２
１とグランドＧとの間に接続された直流電源と交流電源とを有する。現像剤搬送ローラ２
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３に接続された第１の電源Ｓ３の交流電源の電圧と第２の電源Ｓ４の交流電源の電圧とは
、同一であってもよいし、違ってもよい。
　図４に示す接続例では、現像剤搬送ローラ２３に接続された第１の電源Ｓ５は、現像剤
搬送ローラ２３とグランドＧとの間に、直流電源のみを有し、交流電源は備えていない。
現像ローラ２１に接続された第２の電源Ｓ６は、現像ローラ２１とグランドＧとの間に接
続された直流電源と交流電源とを有する。
【００５４】
　何れの場合においても、現像剤搬送ローラ２３から現像ローラ２１へトナーを供給でき
、現像ローラ２１から像担持体１上の静電潜像部にトナーを現像できる電位関係にあるこ
とが必要である。なお、現像部については現像ローラ２１と像担持体１とがトナーを介し
て接触する接触現像であってもよいし、現像ローラ２１と像担持体１の間の空間をトナー
が飛翔する非接触現像であってもよい。
【００５５】
［実験］
　本実施形態では、ハイブリッド現像方式において、画像メモリの原因となる現像ローラ
２１（トナー担持体）上の印字履歴を直接に解消しつつ、この画像メモリを解消した際に
起こり得る、ベタ追随性不良（或いはこれに加えて階調再現性不良，細線再現性不良，粒
状性不良，画像濃度ムラ不良）による不都合の発生を抑制できるようにする観点から、種
々の実験を行った。
【００５６】
［本実験のバイアス条件］
　本実験では、前記図３に示すように、現像剤搬送ローラ２３に接続された第１の電源お
よび現像ローラ２１に接続された第２の電源は共に、グランドとの間に接続された直流電
源と交流電源とを有する構成とした。
　＜現像ローラと感光体との電位関係＞
　現像ローラ２１に印加する交流電圧の振幅は１５００Ｖ、周波数は３ｋＨｚとした。図
３に示されるように、現像ローラ２１には、交流電圧に直流電圧が重畳して加えられ、図
５から良く分かるように、現像ローラ２１の電位は、感光体１の静電潜像画像部の電位よ
りも高電位の状態と低電位の状態とを交互に周期的に変化する。尚、本実験では、静電潜
像画像部の電位を－５０Ｖとした。
【００５７】
　＜現像剤搬送ローラと現像ローラとの電位関係＞
　現像ローラ２１に印加する交流電圧の振幅は１０００Ｖ、周波数は３ｋＨｚとした。図
３に示されるように、現像剤搬送ローラ２３にも、交流電圧に直流電圧が重畳して加えら
れ、図５から良く分かるように、現像剤搬送ローラ２３の電位は、現像ローラ２１の電位
よりも高電位の状態と低電位の状態とを交互に周期的に変化する。
【００５８】
　図５に示されるように、現像ローラ２１に印加される電圧と現像剤搬送ローラ２３に印
加される電圧とは、同一の周期（ａ＋ｂ）を有している。また、現像ローラ２１の低電位
側のデューティ（ｄｕｔｙ）比と、現像剤搬送ローラ２３の高電位側のデューティ比とは
、同一の大きさ（１００×ａ／（ａ＋ｂ））である。本実験においては、デューティ比ａ
を４０％，デューティ比ｂを６０％とした。
【００５９】
［供給回収電界の平均電圧：ΔＶａｖｇ］
　供給回収電界は、現像ローラ２１に印加される電圧と現像剤搬送ローラ２３に印加され
る電圧との電位差からなるものであり、図６に示すように、この電位差は、符号ａで示す
期間においては負の値Ｄ１となり、符号ｂで示す期間においては正の値Ｄ２となる。これ
により、供給回収電界は、現像ローラ２１から現像剤搬送ローラ２３へトナーが回収され
る方向の電界と、現像剤搬送ローラ２３から現像ローラ２１へトナーを供給する方向の電
界とが、交互に繰り返されて構成される。
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【００６０】
　現像ローラ２１に印加される電圧と現像剤搬送ローラ２３に印加される電圧との電位差
の平均値、つまり供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇは、正の値である。これにより、供
給回収電界は、平均的には現像剤搬送ローラ２３から現像ローラ２１へトナーを供給する
方向の振動電界となる。
　ここに、供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇは、次式（１）により算出される。
　　・ΔＶａｖｇ＝（Ｄ２×ｂ－Ｄ１×ａ）／（ａ＋ｂ）　…　式（１）
【００６１】
　＜本実験における例＞
　本実験では、現像剤搬送ローラ２３に、振幅１ｋＶ，ＤＣ（直流）成分－２４０Ｖ，マ
イナス側デューティ比６０％，周波数３ｋＨｚの矩形波の電圧を印加した。一方、現像ロ
ーラ２１には、振幅１．５ｋＶ，ＤＣ（直流）成分－３５０Ｖ，マイナス側デューティ比
４０％，周波数３ｋＨｚの矩形波の現像バイアスを印加した。各ローラ２１，２３に印加
したバイアスを図示すれば、前記図５に示した通りである。
【００６２】
　これにより、負極性に帯電したトナーを現像剤搬送ローラ２３から現像ローラ２１へ供
給する方向の電位差は１１４０Ｖであり、逆に、現像ローラ２１上のトナーを現像剤搬送
ローラ２３に回収する方向の電位差は１３６０Ｖであることが分かる。
　この場合、供給回収部の平均的な電位差ΔＶａｖｇは、次のように計算される。
　　・ΔＶａｖｇ＝｛（供給側電位差×供給デューティ［％］）－（回収側電位差×回収
デューティ［％］）｝／１００
　　　　　　　＝｛（１１４０×６０）－（１３６０×４０）｝／１００
　　　　　　　＝１４０Ｖ
【００６３】
［本実験の各種条件］
　＜トナー＞
　まず、実験に用いた試料トナー等について説明する。実験では、以下の方法によって製
造されたトナーを用意した。
　湿式造粒法により作成された体積平均粒径約６．５μｍのトナー母材１００重量部に対
し、第１の疎水性シリカ０．２重量部と第２の疎水性シリカ０．５重量部と疎水性酸化チ
タン０．５重量部をヘンシェルミキサー（三井金属鉱山社製）を用いて、ミキサー回転速
度４０ｍ／ｓで３分間表面処理を行って外添処理することにより、負極性トナーを得た。
　ここで用いた第１の疎水性シリカは、個数平均一次粒径１６ｎｍのシリカ（＃１３０：
日本アエロジル社製）を疎水化剤であるヘキサメチルジシラザン（ＨＭＤＳ）により表面
処理を施したものである。また、第２の疎水性シリカは、個数平均一次粒径２０ｎｍのシ
リカ（＃９０：日本アエロジル社製）を、ＨＭＤＳにより表面処理したものである。疎水
性酸化チタンは、個数平均一次粒径３０ｎｍのアナターゼ型酸化チタンを、水系湿式中で
疎水化剤であるイソブチルトリメトキシシランにより表面処理をしたものである。
【００６４】
　＜キャリア＞・トナーＢ：湿式造粒法により作成された体積平均粒径約９μｍのトナー
　キャリアとしては、磁性体からなるキャリアコア粒子にアクリル樹脂コートがなされて
なるコート型キャリアで、平均粒径が約３３μｍのコニカミノルタビジネステクノロジー
ズ社製ｂｉｚｈｕｂＣ３５０用キャリアを用いた。
【００６５】
　＜現像装置＞
　現像装置としては、図１に示された構成を有する現像装置２を使用し、上述のトナーと
キャリアとを含む現像剤を用いた。現像剤中のトナー比率は８％とした。尚、この場合、
トナー比率とは、現像剤全量に対するトナーおよび外添剤の合計量の割合である（以下、
同様）。
　尚、画像形成装置としては、コニカミノルタビジネステクノロジーズ社製のカラー複合
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機ｂｉｚｈｕｂ　Ｃ６５０を改造したものを使用した。
【００６６】
　現像ローラ２１には表面にアルマイト処理を施したアルミローラを用い、現像剤搬送ロ
ーラ２３と現像ローラ２１との最近接部のギャップは０．４ｍｍとした。これより、現像
剤搬送ローラ２３と現像ローラ２１との間に形成されるトナー供給方向の電界は、１１４
０Ｖ／０．４ｍｍ＝２．８５×１０６Ｖ／ｍである。規制部材２４と現像剤搬送ローラ２
３の間隔は、現像剤搬送ローラ２３上の磁気ブラシが現像ローラ２１に摺刷するよう０．
４ｍｍとし、現像剤搬送ローラ２３上の単位面積当たりの現像剤量を４００ｇ／ｍ２とし
た。現像剤搬送ローラ２３上の現像剤移動方向と現像ローラ２１上のトナー移動方向は、
その対向部において逆方向である。また、感光体（像担持体）１上に形成された静電潜像
の背景部電位は－５５０Ｖ、画像部電位は－５０Ｖであり、感光体１と現像ローラ２１と
の最近接部のギャップは０．１４ｍｍとした。
【００６７】
　ここで、感光体（像担持体）１の周速に対する現像ローラ２１の周速の比をＲｄ（現像
側周速比：Ｒｄ＝現像ローラ２１の周速／感光体１の周速）とし、現像ローラ２１上のト
ナー搬送量（単位面積当たりのトナー担持量）をＱ［ｇ／ｍ２］とする。
【００６８】
［画像メモリ及びベタ追随性試験］
　前記現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速比Ｒｄとをマトリックス状に割り振っ
て試験条件を設定し、画像メモリ及びベタ追随性、並びに現像装置の発熱性を評価する試
験を行った。この試験において、画像メモリ，ベタ追随性，現像装置の発熱性の評価は、
以下のようにして行った。
　＜画像メモリの評価＞
　画像メモリの評価は、メモリ評価用画像チャート画像（ベタ画像部と白紙画像部とが混
在する画像）の印字後にハーフトーン画像を印字し、このハーフトーン画像に画像メモリ
が発生しているか否かを目視により確認することで行った。画像メモリが全く確認されな
かったものを○（良好）、画像メモリが確認されたものを×（不良）と判定した。
　図１６（ａ），（ｂ）に、「画像メモリなし」の一例（図１６（ａ））と「画像メモリ
あり」の一例（図１６（ｂ））をそれぞれ示す。
【００６９】
　＜ベタ追随性の評価＞
　ベタ追随性の評価は、ベタ画像を印字した際の画像印字先端と画像印字後端との濃度差
があるか否かを目視により確認することで行った。濃度差が全く確認されなかったものを
○（良好）、濃度差が確認されたものを×（不良）と判定した。
　図１７（ａ），（ｂ）に、「ベタ追随性良好」の一例（図１７（ａ））と「ベタ追随不
十分」の一例（図１７（ｂ））をそれぞれ示す。
　＜現像装置発熱性の評価＞
　現像装置発熱性の評価は、ベタ画像を所定枚数印字したときの現像装置２の近傍の雰囲
気温度を温度センサで検出し、この雰囲気温度が所定温度未満であるか否かを確認するこ
とで行った。所定温度未満の場合には○（良好）、所定温度以上の場合には×（不良）と
判定した。
【００７０】
　尚、製品における画像品質評価は、感光体上あるいは中間転写体上に、画像濃度を検出
するための濃度測定器（不図示）を配設して行うことができる。濃度測定器で画像濃度を
検出することで、画像メモリ及びベタ追随性について、目視と同様に良否判定を行うこと
が可能である。濃度測定器に用いるセンサとしては、光学式センサ若しくは電位式センサ
のいずれでもよく、または両方でもよい。
【００７１】
　現像ローラ上のトナー搬送量Ｑを、１～５［ｇ／ｍ２］の範囲で１［ｇ／ｍ２］単位で
変化させると共に、現像側周速比Ｒｄを１～４の範囲で０．５刻みで変化させ、両者をマ
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トリックス状に割り振って試験条件を設定し、画像メモリ及びベタ追随性、並びに現像装
置の発熱性を評価する試験を行った。
　試験結果は、表１（画像メモリ），表２（ベタ追随性）及び表３（現像装置発熱性）に
示す通りであった。
【００７２】
【表１】

【００７３】
【表２】

【００７４】
【表３】

【００７５】
　表１の試験結果から、画像メモリについては、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑが多くな
ると発生しがちであるが、現像側周速比Ｒｄの影響は受けないことが分かった。また、表
２の試験結果から、ベタ追随性については、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速
比Ｒｄの両方の影響を受けることが分かった。更に、表３の試験結果から、現像装置２の
発熱性は、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑの影響は受けないが現像側周速比Ｒｄの影響を
大きく受けることが分かった。
【００７６】
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　ここで、画像メモリを満足させるためには、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑを小さく設
定しておけばよいのであるが（表１参照）、ベタ追随性については現像ローラ上のトナー
搬送量Ｑは大きい方が有利である（表２参照）。従って、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ
は、ベタ追随性を考慮して、画像メモリを満足させる範囲内で、最大値に設定すればよい
ことになる。
　また、ベタ追随性を満足させるためには、現像側周速比Ｒｄを大きく設定しておけばよ
いのであるが（表２参照）、現像側周速比Ｒｄを大きくすることは、印字スピードを遅く
する（感光体１の回転数を低くする）のでなければ、現像ローラ２１の回転数を高くする
こととなるため、モータの大型化，発熱（表３参照）および耐久性が問題になる。
【００７７】
　従って、現像装置２の発熱を抑制した上で、画像メモリ及びベタ追随性についての画像
調整を如何に行うかが重要である。
　本実施形態では、先ず、任意の現像側周速比Ｒｄ固定条件の下で画像メモリから現像ロ
ーラ上のトナー搬送量Ｑを設定し、その後に、ベタ追随性から現像側周速比Ｒｄを設定す
ることにより、画像メモリ及びベタ追随性の両方を好適に満足させる条件を見出せること
が分かった。
【００７８】
［実施例１］
　実施例１は、図７に示すように、画像メモリ調整（画像メモリについての画像調整：ス
テップ＃１１）を行った後にベタ追随性調整（ベタ追随性についての画像調整：ステップ
＃１２）を行う制御フロー（１）に従って、画像調整を行うものである。
　ａ）画像メモリ調整は、現像側周速比Ｒｄを例えば１．５に固定した条件の下で（Ｒｄ
＝１．５）、画像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ（
Ｑ＝４）を設定した（表１参照）。尚、表１から分かるように、画像メモリ調整時は、現
像側周速比Ｒｄの如何に拘わらず、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑの最大値は４に定まる
（Ｑ＝４）。
　ｂ）ベタ追随性調整は、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、ベタ追随
性を満足させる範囲内の現像側周速比Ｒｄ＝２以上を選ぶことができる（表２参照）。た
だし、表３から分かるように、現像側周速比Ｒｄが３．５以上になると現像装置の発熱性
が問題となるので、この点を考慮して、現像側周速比Ｒｄとしては、２以上で３．５未満
（Ｒｄ＝２、２．５、３の何れか）に設定することとした。
【００７９】
　このように、画像メモリ調整を行った後にベタ追随性調整を行う制御フロー（１）に従
い、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑが４で（Ｑ＝４）、且つ、現像側周速比Ｒｄが２、２
．５、３の何れか（Ｒｄ＝２、２．５、３）とすることにより、現像装置の発熱を抑制し
た上で、画像メモリ及びベタ追随性の両方を好適に満足させることができる画像調整を行
うことができる。尚、以上のような画像調整制御は、本実施形態に係る画像形成装置の制
御部（不図示）の画像調整機能によって行われるものである。
【００８０】
［比較例１］
　比較例１は、図８に示すように、前記実施例１とは逆に、ベタ追随性調整（ステップ＃
２１）を行った後に画像メモリ調整（ステップ＃２２）を行う制御フロー（２）に従って
、画像調整を行うものである。
　ａ）ベタ追随性については現像ローラ上のトナー搬送量Ｑは大きい方が有利であるので
（表２参照）、この場合、ベタ追随性調整に際しては、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑを
５に設定した下で（Ｑ＝５）、現像装置の発熱性（表３参照）を考慮し、現像側周速比Ｒ
ｄとしては、１．５以上で３．５未満（Ｒｄ＝１．５、２、２．５、３の何れか）に設定
することとした。
　ｂ）画像メモリ調整は、画像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナ
ー搬送量Ｑ（Ｑ＝４）に設定した（表１参照）。
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【００８１】
　この比較例１による画像調整方法では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で現像側周
速比Ｒｄ＝１．５の場合には、画像メモリは○（良好）であるが、ベタ追随性は×（不良
）となり、両方の品質を満足することができないことになる。
　すなわち、前記実施例１のように、画像メモリ調整を行った後にベタ追随性調整を行う
制御フロー（１）に従って画像調整を行う方が、両方の品質を満足する条件を効率的に見
出せることが分かった。
【００８２】
　画像メモリとベタ追随性の両方の品質を満足させる領域は、現像剤、感光体の耐久履歴
や環境などによって変化するものであるので、以上のような画像調整は、画像安定化時に
行う必要がある。しかし、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ及び現像側周速比Ｒｄの前記両
品質に対して及ぼす影響の傾向自体は変わらないので、同様の制御が可能である。
　尚、本実験では、感光体と現像ローラとは周面で同方向に回転し、現像ローラと現像剤
搬送ローラとは周面で逆方向に回転するようになっていたが、これらの回転方向は特に限
定されるものではない。
【００８３】
　図９は、現像側周速比Ｒｄをパラメータとして、供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇと
現像ローラ上のトナー搬送量Ｑとの関係を調べた結果を示すグラフである。このグラフか
ら良く分かるように、供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇに対して現像ローラ上のトナー
搬送量Ｑが唯一つ定まり、両者の間には正の相関がある。従って、供給回収電界の平均電
圧ΔＶａｖｇを調整することによって現像ローラ上のトナー搬送量Ｑを容易に調整できる
ことが分かる。
【００８４】
　また、図１０は、供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇと現像剤搬送ローラに印加する直
流電圧成分ＶＳｄｃ［Ｖ］との関係を調べた結果を示すグラフである。前述の式（１）か
らも明らかであるが、供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇは、現像剤搬送ローラに印加す
る電圧によって変化し、本実験では、現像剤搬送ローラに印加する直流電圧成分ＶＳｄｃ
［Ｖ］によって供給回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇを調整するようにした。尚、この供給
回収電界の平均電圧ΔＶａｖｇの調整は、現像剤搬送ローラに印加する直流電圧成分ＶＳ
ｄｃに限定されるものではない。
【００８５】
　次に、感光体の回転速度を一定に維持した下での現像ローラ回転数と現像側周速比Ｒｄ
との関係を調べる試験を行った。試験結果を表４に示す。この試験では、尚、本試験は、
プロセス速度が３１０ｍｍ／ｓｅｃで、現像ローラの直径が１８ｍｍの画像形成装置を用
いて行った。
【００８６】
【表４】
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【００８７】
　表４から、現像ローラの回転数によって現像側周速比Ｒｄを制御できることが分かる。
前記表１からも、現像側周速比Ｒｄを変化させても現像ローラ上のトナー搬送量Ｑは殆ど
変わらないことが分かる。というのは、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑは供給回収部を何
度も通過して現像ローラ上のトナー量が飽和した状態を示すものであり、現像側周速比Ｒ
ｄによって変化する供給回収部における時間に影響されないからである。また、２成分現
像においては、現像ローラと現像剤搬送ローラとの間の電位差が、現像ローラ上のトナー
搬送量Ｑを決定付けるためである。
【００８８】
　以上より、感光体の回転速度を一定に維持して現像側周速比Ｒｄを変化させても、現像
ローラ上のトナー搬送量Ｑとは互いに独立した因子として扱うことができる。勿論、現像
ローラの回転速度を一定に維持した下で感光体の回転速度を変化させた場合、現像側周速
比Ｒｄは現像ローラ上のトナー搬送量Ｑとは互いに独立した因子となる。
【００８９】
　現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速比Ｒｄとをマトリックス状に割り振って試
験条件を設定し、画像メモリ及びベタ追随性、並びに現像装置の発熱性を評価する試験を
行った際に、階調再現性，細線再現性，粒状性および画像濃度ムラについても、併せて評
価した。
【００９０】
［階調再現性の評価］
　階調再現性の評価は、階調再現性評価用画像チャート（印字濃度を段階的にベタから白
まで調整した画像チャート）に印字し、階調再現性が良好か否かを目視により確認するこ
とで行った。階調再現性が明瞭であることが確認されたものを○（良好）、階調再現性が
不明瞭であったものを×（不良）と判定した。
　図１８（ａ），（ｂ）に、「階調再現性良好」の一例（図１８（ａ））と「階調再現性
不良」の一例（図１８（ｂ））をそれぞれ示す。また、この階調再現性試験の結果を表５
に示す。
【００９１】

【表５】

【００９２】
　表５の試験結果から、階調再現性は、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速比Ｒ
ｄの両方の影響を受け、現像側周速比Ｒｄは小さい方が有利であることが分かった。
　また、表１，表２及び表５から、画像メモリ，ベタ追随性および階調再現性の全てを好
適に満足させる条件が存在することも分かった。
【００９３】
［実施例２］
　実施例２は、図１１に示すように、画像メモリ調整（ステップ＃３１）を行った後にベ
タ追随性調整（ステップ＃３２）を行い、更に、その後に階調再現性調整（階調再現性に
ついての画像調整：ステップ＃３３）を行う制御フロー（３）に従って、画像調整を行う
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　ａ）画像メモリ調整は、現像側周速比Ｒｄを例えばＲｄ＝１に固定した条件の下で、画
像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ（Ｑ＝４）を設定
した（表１参照）。尚、表１から分かるように、画像メモリ調整時は、現像側周速比Ｒｄ
の如何に拘わらず、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑの最大値は４に定まることは、前述の
通りである。
　ｂ）ベタ追随性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、ベタ追
随性を満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの下限値（Ｒｄ＝２）を決定した（表２参照
）。
【００９４】
　ｃ）階調再現性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、階調再
現性を満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの上限値（Ｒｄ＝２．５）を決定した（表５
参照）。ただし、前述のように、現像側周速比Ｒｄ＝３．５以上になると現像装置の発熱
性が問題となるので（表３参照）、条件によっては、この点を考慮する必要がある。
　ｄ）そして、現像側周速比Ｒｄを前記下限値（２）以上で上限値（２．５）以下の範囲
（２≦Ｒｄ≦２．５）に設定した。つまり、現像側周速比Ｒｄ＝２、２．５の何れかに設
定することとした。
【００９５】
　このように、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で、且つ、現像側周速比Ｒｄ＝２、２
．５の何れかとすることにより、現像装置２の発熱を抑制した上で、画像メモリ，ベタ追
随性および階調再現性の全てを好適に満足させることができる画像調整を行うことができ
る。また、かかる画像調整を行うに際して、画像メモリ調整を最初に行うことにより、効
率の良い画像調整を行うことができる。
【００９６】
　尚、以上の説明では、ベタ追随性調整（ステップ＃３２）の後に階調再現性調整（ステ
ップ＃３３）を行うようにしていたが、画像メモリ調整（ステップ＃３１）を最初に行い
さえすれば、ベタ追随性調整と階調再現性調整の順番は何れを先に行っても構わない。
　また、前記実施例１で得られた良好な結果のうち、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４
で現像側周速比Ｒｄ＝３の場合については、画像メモリ及びベタ追随性は共に良好（○）
であるが、階調再現性が不良（×）となってしまう。
【００９７】
［細線再現性の評価］
　細線再現性の評価は、細線再現性評価用画像チャート（白紙部の間に細線を設けた画像
チャート）に印字し、細線再現性が良好か否かを目視により確認することで行った。細線
再現性が明瞭であることが確認されたものを○（良好）、細線再現性が不明瞭であったも
のを×（不良）と判定した。この細線再現性試験の結果を表６に示す。
　図１９（ａ），（ｂ）に、「細線再現性良好」の一例（図１９（ａ））と「細線再現性
不良」の一例（図１９（ｂ））をそれぞれ示す。また、この細線再現性試験の結果を表６
に示す。
【００９８】



(22) JP 4973694 B2 2012.7.11

10

20

30

40

50

【表６】

【００９９】
　表６の試験結果から、細線再現性は、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速比Ｒ
ｄの両方の影響を受け、現像側周速比Ｒｄは小さい方が有利であることが分かった。
　また、表１，表２及び表６から、画像メモリ，ベタ追随性および細線再現性の全てを好
適に満足させる条件が存在することも分かった。
【０１００】
［実施例３］
　実施例３は、図１２に示すように、画像メモリ調整（ステップ＃４１）を行った後にベ
タ追随性調整（ステップ＃４２）を行い、更に、その後に細線再現性調整（階調再現性に
ついての画像調整：ステップ＃４３）を行う制御フロー（４）に従って、画像調整を行う
ものである。
　ａ）画像メモリ調整は、現像側周速比Ｒｄを例えばＲｄ＝１に固定した条件の下で、画
像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ（Ｑ＝４）を設定
した（表１参照）。尚、前述のように、画像メモリ調整時は、現像側周速比Ｒｄの如何に
拘わらず、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑの最大値は４に定まるものである。
　ｂ）ベタ追随性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、ベタ追
随性を満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの下限値（Ｒｄ＝２）を決定した（表２参照
）。
【０１０１】
　ｃ）細線再現性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、細線再
現性を満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの上限値（Ｒｄ＝２．５）を決定した（表６
参照）。ただし、前述のように、現像側周速比Ｒｄ＝３．５以上になると現像装置の発熱
性が問題となるので（表３参照）、条件によっては、この点を考慮する必要がある。
　ｄ）そして、現像側周速比Ｒｄを前記下限値（２）以上で上限値（２．５）以下の範囲
（２≦Ｒｄ≦２．５）に設定した。つまり、現像側周速比Ｒｄ＝２、２．５の何れかに設
定することとした。
【０１０２】
　このように、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で、且つ、現像側周速比Ｒｄ＝２、２
．５の何れかとすることにより、現像装置２の発熱を抑制した上で、画像メモリ，ベタ追
随性および細線再現性の全てを好適に満足させることができる画像調整を行うことができ
る。また、かかる画像調整を行うに際して、画像メモリ調整を最初に行うことにより、効
率の良い画像調整を行うことができる。
【０１０３】
　尚、以上の説明では、ベタ追随性調整（ステップ＃４２）の後に細線再現性調整（ステ
ップ＃４３）を行うようにしていたが、画像メモリ調整（ステップ＃４１）を最初に行い
さえすれば、ベタ追随性調整と視線再現性調整の順番は何れを先に行っても構わない。
　また、前記実施例１で得られた良好な結果のうち、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４
で現像側周速比Ｒｄ＝３の場合については、画像メモリ及びベタ追随性は共に良好（○）
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であるが、細線再現性が不良（×）となってしまう。
【０１０４】
［粒状性の評価］
　粒状性の評価は、階調再現性評価用画像チャート（印字濃度を段階的にベタから白まで
調整した画像チャート）をスキャナで取り込み、各濃度のドットのバラツキを評価するこ
とで行った。バラツキが少なかったものを○（良好）、バラツキが多かったものを×（不
良）と判定した。
　図２０（ａ），（ｂ）に、「粒状性良好」の一例（図２０（ａ））と「粒状性不良」の
一例（図２０（ｂ））をそれぞれ示す。また、この粒状性試験の結果を表７に示す。
【０１０５】
【表７】

【０１０６】
　表７の試験結果から、粒状性は、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速比Ｒｄの
両方の影響を受け、現像側周速比Ｒｄは小さい方が有利であることが分かった。
　また、表１，表２及び表７から、画像メモリ，ベタ追随性および粒状性の全てを好適に
満足させる条件が存在することも分かった。
【０１０７】
［実施例４］
　実施例４は、図１３に示すように、画像メモリ調整（ステップ＃５１）を行った後にベ
タ追随性調整（ステップ＃５２）を行い、更に、その後に粒状性調整（粒状性についての
画像調整：ステップ＃５３）を行う制御フロー（５）に従って、画像調整を行うものであ
る。
　ａ）画像メモリ調整は、現像側周速比Ｒｄを例えばＲｄ＝１に固定した条件の下で、画
像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ（Ｑ＝４）を設定
した（表１参照）。尚、前述のように、画像メモリ調整時は、現像側周速比Ｒｄの如何に
拘わらず、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑの最大値は４に定まるものである。
　ｂ）ベタ追随性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、ベタ追
随性を満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの下限値（Ｒｄ＝２）を決定した（表２参照
）。
【０１０８】
　ｃ）粒状性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、粒状性を満
足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの上限値（Ｒｄ＝２．５）を決定した（表７参照）。
ただし、前述のように、現像側周速比Ｒｄ＝３．５以上になると現像装置の発熱性が問題
となるので（表３参照）、条件によっては、この点を考慮する必要がある。
　ｄ）そして、現像側周速比Ｒｄを前記下限値（２）以上で上限値（２．５）以下の範囲
（２≦Ｒｄ≦２．５）に設定した。つまり、現像側周速比Ｒｄ＝２、２．５の何れかに設
定することとした。
【０１０９】
　このように、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で、且つ、現像側周速比Ｒｄ＝２、２
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．５の何れかとすることにより、現像装置２の発熱を抑制した上で、画像メモリ，ベタ追
随性および粒状性の全てを好適に満足させることができる画像調整を行うことができる。
また、かかる画像調整を行うに際して、画像メモリ調整を最初に行うことにより、効率の
良い画像調整を行うことができる。
【０１１０】
　尚、以上の説明では、ベタ追随性調整（ステップ＃５２）の後に粒状性調整（ステップ
＃５３）を行うようにしていたが、画像メモリ調整（ステップ＃５１）を最初に行いさえ
すれば、ベタ追随性調整と粒状性調整の順番は何れを先に行っても構わない。
　また、前記実施例１で得られた良好な結果のうち、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４
で現像側周速比Ｒｄ＝３の場合については、画像メモリ及びベタ追随性は共に良好（○）
であるが、階調再現性が不良（×）となってしまう。
【０１１１】
［画像濃度ムラの評価］
　画像濃度ムラの評価は、テストチャート（ベタ画像，ハーフ画像）各々において、ペー
ジ内で濃度差があるか否かを目視により確認することで行った。濃度差が確認できなかっ
たものを○（良好）、濃度差を確認できたものを×（不良）と判定した。
　図２１（ａ），（ｂ）に、「画像濃度ムラなし」の一例（図２１（ａ））と「画像濃度
ムラあり」の一例（図２１（ｂ））をそれぞれ示す。また、この画像濃度ムラ試験の結果
を表８に示す。
【０１１２】
【表８】

【０１１３】
　表８の試験結果から、画像濃度ムラは、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑと現像側周速比
Ｒｄの両方の影響を受け、現像側周速比Ｒｄは小さい方が有利であることが分かった。
　また、表１，表２及び表８から、画像メモリ，ベタ追随性および画像濃度ムラの全てを
好適に満足させる条件が存在することも分かった。
【０１１４】
［実施例５］
　実施例５は、図１４に示すように、画像メモリ調整（ステップ＃６１）を行った後にベ
タ追随性調整（ステップ＃６２）を行い、更に、その後に粒状性調整（粒状性についての
画像調整：ステップ＃６３）を行う制御フロー（６）に従って、画像調整を行うものであ
る。
　ａ）画像メモリ調整は、現像側周速比Ｒｄを例えばＲｄ＝１に固定した条件の下で、画
像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ（Ｑ＝４）を設定
した（表１参照）。尚、前述のように、画像メモリ調整時は、現像側周速比Ｒｄの如何に
拘わらず、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑの最大値は４に定まるものである。
　ｂ）ベタ追随性調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、ベタ追
随性を満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの下限値（Ｒｄ＝２）を決定した（表２参照
）。
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【０１１５】
　ｃ）画像濃度ムラ調整では、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４を満たし、且つ、画像
濃度ムラを満足させる範囲内で現像側周速比Ｒｄの上限値（Ｒｄ＝２）を決定した（表８
参照）。ただし、前述のように、現像側周速比Ｒｄ＝３．５以上になると現像装置２の発
熱性が問題となるので（表３参照）、条件によっては、この点を考慮する必要がある。
　ｄ）そして、現像側周速比Ｒｄを前記下限値（２）以上で上限値（２）以下の範囲（下
限値≦Ｒｄ≦上限値）に設定した。つまり、現像側周速比Ｒｄ＝２に設定することとした
。
【０１１６】
　このように、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で、且つ、現像側周速比Ｒｄ＝２とす
ることにより、現像装置２の発熱を抑制した上で、画像メモリ，ベタ追随性および画像濃
度ムラの全てを好適に満足させることができる画像調整を行うことができる。また、かか
る画像調整を行うに際して、画像メモリ調整を最初に行うことにより、効率の良い画像調
整を行うことができる。
【０１１７】
　尚、以上の説明では、ベタ追随性調整（ステップ＃６２）の後に画像濃度ムラ調整（ス
テップ＃６３）を行うようにしていたが、画像メモリ調整（ステップ＃６１）を最初に行
いさえすれば、ベタ追随性調整と画像濃度ムラ調整の順番は何れを先に行っても構わない
。
　また、前記実施例１で得られた良好な結果のうち、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４
で現像側周速比Ｒｄ＝２．５及びＲｄ＝３の場合については、画像メモリ及びベタ追随性
は共に良好（○）であるが、画像濃度ムラが不良（×）となってしまう。
【０１１８】
　前記表５，表６，表７，表８から分かるように、階調再現性，細線再現性，粒状性，画
像濃度ムラについては、現像側周速比Ｒｄが小さい方が有利である。一方、表２から分か
るようにベタ追随性については、現像側周速比Ｒｄが大きい方が有利である。
　また、表１，表２及び表５～８から、画像メモリ，ベタ追随性，階調再現性，細線再現
性，粒状性，画像濃度ムラの全てを好適に満足させる条件が存在することも分かった。
【０１１９】
　従って、現像装置の発熱を抑制した上で、画像メモリ，ベタ追随性，階調再現性，細線
再現性，粒状性，画像濃度ムラの全てを好適に満足させる画像調整を行う場合、如何に効
率良く行うかが重要である。
　本実施形態では、現像ローラ２１の回転速度を使用範囲の最低速度に設定した下で、先
ず、任意の現像側周速比Ｒｄ固定条件の下で画像メモリから現像ローラ上のトナー搬送量
Ｑを設定し、その後に、現像側周速比Ｒｄを少しずつ上げて行き、ベタ追随性を満足させ
る現像側周速比Ｒｄの下限値を求めることで、最も効率良く全品質を好適に満足させる条
件を見出せることが分かった。
【０１２０】
［実施例７］
　実施例７は、図１５に示すように、現像ローラ２１の回転速度を使用範囲の最低速度に
設定しておき（ステップ＃７１）、その状態で、先ず、画像メモリ調整（ステップ＃７２
）を行い、その後に、現像側周速比Ｒｄを少しずつ上げながらベタ追随性調整（ステップ
＃７３）を行う制御フロー（７）に従って、画像調整を行うものである。
　ａ）現像ローラ２１の使用範囲の最低回転速度に対応する現像側周速比Ｒｄとして、Ｒ
ｄ＝１に設定しておく。
　ｂ）画像メモリ調整は、上述のように現像側周速比Ｒｄを１に設定した条件の下で、画
像メモリを満足する範囲内で最大となる現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ（Ｑ＝４）を設定
した（表１参照）。
【０１２１】
　ｃ）ベタ追随性調整を行うに際しては、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４の下で、現
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像側周速比Ｒｄを所定量ずつ（この場合、０．５刻みで）上げて、調整を行った。
　　＜第１段階＞：現像側周速比Ｒｄ＝１
　　　　　　　　この場合には、ベタ追随性は×（不良）である（表２参照）。
　　＜第２段階＞：現像側周速比Ｒｄ＝１．５
　　　　　　　　この場合についても、ベタ追随性は×（不良）である（表２参照）。
　　＜第３段階＞：現像側周速比Ｒｄ＝２
　　　　　　　　この場合には、ベタ追随性は○（良好）になる（表２参照）。
【０１２２】
　従って、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で、且つ、現像側周速比Ｒｄを２に設定し
た。表２，表５～８から分かるように、この設定によれば、ベタ追随性のみならず、階調
再現性，細線再現性，粒状性および画像濃度ムラの何れについても○（良好）となる。
【０１２３】
　このように、現像ローラ上のトナー搬送量Ｑ＝４で、且つ、現像側周速比Ｒｄ＝２とす
ることにより、現像装置の発熱を抑制した上で、画像メモリ，ベタ追随性，階調再現性，
細線再現性，粒状性および画像濃度ムラの全てを好適に満足させることができ、また、か
かる画像調整を行うに際して、画像メモリ調整を最初に行うことにより、効率の良い画像
調整を行うことができる。更に、現像ローラ２１の回転速度を使用範囲の最低速度に設定
した下で、先ず画像メモリ調整を行い、その後に、現像側周速比Ｒｄを少しずつ上げなが
ら、ベタ追随性を満足させる現像側周速比Ｒｄの下限値を求めることで、最も効率良く全
品質を好適に満足させる画像調整を行うことができる。
【０１２４】
［製品における画像品質評価］
　製品における画像品質評価は、感光体上あるいは中間転写体上に、画像濃度を検出する
ための濃度測定器を配設して行うことができる。
　濃度測定器で画像濃度を検出することで、画像メモリ及びベタ追随性について、目視と
同様に良否判定を行うことが可能である。濃度測定器に用いるセンサとしては、光学式セ
ンサ若しくは電位式センサのいずれでもよく、または両方でもよい。
【０１２５】
　階調再現性は、各階段チャートの濃度が出ているか否か、濃度差が大きないか、で評価
することができる。細線再現性は、濃度測定時のセンサに対応する回転体（感光体あるい
は中間転写ベルト）の回転速度を通常印刷時よりも遅くし、検出精度を高めて、濃度差を
検出できたか否かで評価することができる。粒状性は、印字した画像を、画像形成装置に
付随するスキャナで取り込んで評価することができる。また、画像濃度ムラは、テストチ
ャート（ベタ画像，ハーフ画像）各々において、ページ内で濃度差があるか否かを、ペー
ジ内で複数箇所について濃度を測定することによって評価することができる。
　尚、以上のような画像調整制御は、本実施形態に係る画像形成装置の制御部の画像調整
機能によって行われるものである。
【０１２６】
　以上、説明したように、本実施形態によれば、画像メモリ及びベタ追随性（或いはこれ
らに加えて階調再現性，細線再現性，粒状性，画像濃度ムラ）をそれぞれ検知する検知手
段と、画像メモリ及びベタ追随性（或いはこれらに加えて階調再現性，細線再現性，粒状
性，画像濃度ムラ）をそれぞれ制御する制御手段とを備え、前記制御手段は、トナー担持
体（現像ローラ２１）上のトナー搬送量Ｑを制御することによって画像メモリを制御する
一方、静電潜像担持体（感光体１）の周速に対する前記現像ローラ２１の周速の比である
現像側周速比Ｒｄを制御することによって前記ベタ追随性（或いはこれらに加えて階調再
現性，細線再現性，粒状性，画像濃度ムラ）を制御し、画像メモリの調整の後にベタ追随
性（或いはこれらに加えて階調再現性，細線再現性，粒状性，画像濃度ムラ）の調整を行
うので、画像メモリの原因となる現像ローラ２１上の印字履歴を直接に解消しつつ、この
画像メモリを解消した際に起こり得る、ベタ追随性不良（或いはこれに加えて階調再現性
不良，細線再現性不良，粒状性不良，画像濃度ムラ不良）による不都合の発生を抑制する
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【０１２７】
　尚、以上の説明は、現像ローラ２１が１本だけ設けられた場合についてのものであった
が、本発明は、複数の現像ローラを備えた場合についても有効に適用することができる。
　このように、本発明は、以上の実施形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱し
ない範囲内において、変更および改良等がなされるものであることは、いうまでもない。
【産業上の利用可能性】
【０１２８】
　本発明は、例えば複写機，ファクシミリ装置，プリンタ或いはこれらの複合機などに適
用可能な電子写真方式の画像形成に用いられる画像形成装置、及びかかる画像形成装置に
おける画像調整方法として、有効に利用することができる。
【符号の説明】
【０１２９】
　　１　感光体（像担持体）
　　２　現像装置
　　４　第１の電界形成手段
　　５　第２の電界形成手段
　　２１　現像ローラ（トナー担持体）
　　２２　トナー層
　　２３　現像剤搬送ローラ（現像剤担持体）
　　２５　現像剤
　　Ｍ１　画像形成装置
　　Ｑ　現像ローラ上のトナー搬送量
　　Ｒｄ　現像側周速比
　　ΔＶａｖｇ　トナー供給回収部の平均的な電位差
【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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